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１．わが国における観光市場の現状 

 

１）人口減少による構造的な観光市場の伸び

悩み 

2012 年のわが国の観光消費（内部観光消費）

は約 22.5 兆円であり、そのうち約 21.2 兆円

が国内市場での日本人の消費である*１。すな

わち、観光消費額の約 95％を国内観光需要が

占めており、直近の訪日外国人観光客（以下、

「訪日外国人」という）の増加を鑑みても、

観光産業が大幅に国内市場に依存していると

いう点は変わらない。 

他方、わが国の人口が減少していくことは

周知の事実であり、国民一人当たりの旅行観

光単価・回数といった観光消費構造が変わら

ない限り、観光市場の規模は縮小が予想され

る。実際に、わが国の観光消費額は 2012 年

にやや持ち直したものの、基本的には長期的

な下落傾向にある。 

2014 年に訪日外国人が 1,300 万人を突破

し、最近は明るい話題も多い観光産業である

が、国内市場の伸び悩みを訪日外国人の増加

だけに依存するには限界がある。その意味で

も、わが国の観光産業における構造的な課題

の解決が不可欠である。以下、その解決の方

向性について、旅行形態としての個人客と団

体客との視点からみていきたい。 

 

２）個人客・団体客それぞれのニーズに応え

る観光市場拡大 

観光消費の向上のためには、既存市場の拡

大（単価・回数の増加）か新規市場の獲得、

もしくはその両方が必要である。 

既存市場の拡大に関しては、いわゆる着地

型観光に代表される旅行先での単価の底上げ

や、宿泊数の増加による消費拡大などが行わ

れてきた。例えば、朝の地曳網体験のような

宿泊を伴わないと体験しにくいアクティビテ

ィーなどが、典型的な着地型観光のプランと

して取り上げられる。 

一方で、近年では、工場やその跡地などを

見学する産業観光や、特定の人物の所縁の場

所を訪問する観光形態が顕在化してきた。従

来は、一部の好事家が個人レベルで楽しんで

きた特定のテーマ性を持つニッチな観光形態

が市場として成り立つようになったのは、各

種 IT コミュニケーション手段の発達に起因

するところが大きい。アニメゆかりの場所を

訪ねるいわゆる「聖地巡礼」などは、一部の

熱心なファンが SNS や自身のブログなどを

通じて、訪問記や行き方などを紹介し、閲覧

したファンが同様に行動することによって、

一定の市場を作ったものと言えよう。 

顕在化したニーズを持つ人が一定数を超え

ると、旅行商品として組成する市場となる。

例えば、軍艦島に代表される廃墟めぐりや横

須賀の軍港めぐりは、以前は一部の好事家に

限られた観光対象だったが、ツアー商品化さ

れ、多くの観光客に利用されるようになった。 

 
観光を成長産業とするために今、必要なこと 
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*1 出所は、観光庁「旅行・観光消費動向調査『旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究』」（2012 年版） 
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こうした「ロングテール*２系観光」は、イ

ノベーター*３や熱心なフォロワーを中心とす

る個人が市場を顕在化させ、一定の規模に成

長させるという、典型的な新規市場の発展形

態をもたらすことになった。 

この観光における発展形態は、市場を二分

化することとなった。すなわち、同じ観光市

場でも、「市場が認識される前から特定の価値

を認め、観光対象とする人や情報に基づき自

分自身で観光行動する個人客」と、「顕在化し

た市場であらかじめパッケージ化された観光

商品を消費するツアー客」の 2 つの市場が併

存するということである。 

新規需要として顕在化したテーマ性のある

観光は、一定の知識やノウハウがないと楽し

みにくいものが多い。例えば、前述の横須賀

の軍港めぐりは、好事家であれば、停泊して

いる自衛艦の艦艇を識別したり、軍港の帝国

海軍の施設があった場所を認識したりできる。

また、好事家だからこそ、嗜好に応じて関心

対象をカスタマイズした観光を好む傾向があ

る。しかしながら、好事家ではない観光客は、

解説つきのツアーや遊覧船に乗船しないと、

観光を楽しむことが難しい。こうした構造が、

より造詣深くカスタマイズされた欲求を満た

したい「個人客」と、事前に訪問先や宿泊先

が決められたツアーや観光商品を利用したい

「団体客」に市場を二分化している。 

この構造は新規市場に限ったことではない。

既存市場でも、カスタマイズした観光を求め

る個人客と、カスタマイズの手間を避けるた

め、あるいは個人での周遊に手間がかかる場

所を観光する場合にパッケージ商品の利用を

好む団体客が併存している。「個人客」、「団体

客」の棲み分けに関しては、必ずしもそれぞ

れの観光客が、個人客志向と団体客志向に分

かれているわけではなく、実際は、それぞれ

の観光客がその時々のニーズによって使い分

けられていることも考えられよう。例えば、

通常の国内旅行では、ネット専業旅行代理店

やネットによる交通・宿泊手段の直販を使っ

て個人旅行を行っている人が、産業観光など

の個人では手配が難しい場合にツアー旅行に

参加するといったケースである。 

市場規模だけ見れば、個人旅行の比率が拡

大しているのは事実であるが、「個人旅行」だ

けではなく、「団体・ツアー旅行」ならではの

価値も追求していく必要がある。 

 

 

２．これまでの観光業界の取り組みとその限界 

 

従来、観光産業に関しても他産業と同様に、

さまざまなコスト削減や利便性の追求という

形での効率化と、新規需要の掘り起こしとい

う 2 つの側面で収益性の確保と規模の拡大を

行ってきた。観光産業の場合は、それに加え

て、一種の「タナボタ」的な外的要因への対

応により、市場の拡大を図ってきたことが特

長として挙げられる。本章では、事例を整理

した上で、それらの限界について考察する。 

 

１）より効率的なオペレーションスキームの

構築 

観光産業は、装置産業と労働集約産業の二

面性を持っている。例えば、旅館は、客室の

稼働という面では装置産業であり、さまざま

な役割の従業員を抱えているという面では労

働集約産業である。 

装置産業における効率化として、自社の IT

活用や、ネット専業旅行代理店などを通じた

航空会社や宿泊業のイールドマネジメント*４

*2 全体の売り上げのうち販売数量の少ない商品の割合が多くを占めること。 
*3 新商品や新サービスなどを最も早く取り入れ、新しい動向をつくる人。 
*4 宿泊施設や航空会社などが需要・供給に応じて価格調整し、収益（イールド）の最大化を図る経営管理

をいう。 
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が挙げられる。IT 活用は事業者にとって効率

化をもたらすことはもちろん、消費者にとっ

ても、店頭型代理店に出かけたり、受付時間

内に電話をかけたりする煩わしさから解放さ

れ、場所や時間を選ばずに予約できる利便性

を確保できるようになった。さらに、効率化

による値下げで購入しやすくもなった。 

労働集約産業における効率化としては、ホ

テルの自動精算機の設置や、飲食店のメニュ

ー表を兼ねた発注端末の導入などが挙げられ

よう。 

こうした各種効率化は観光産業特有のもの

ではないものの、デフレ基調が長く続いたわ

が国では、生活必需品でない観光産業の需要

維持のための必要条件として機能してきたと

言えよう。 

 

２）匠の世界による観光需要の掘り起こし 

観光産業は、比較的に嗜好性が高い産業で

あるため、新規需要の掘り起こしには、特定

の才能やスキルを持った個人や事業者に依存

することが多い。 

しばしば、観光振興成功のカギは「人」で

あると言われる。すなわち、他の成功事例を

真似てみてもうまくいくとは限らず、成功さ

せるためには、現地で遂行の原動力となるキ

ーパーソンがいないと機能しにくいというこ

とである。また、新規需要を取り込むような

アイデアは、一部の優れた企画を生み出すこ

とができる人に依存をせざるを得ないという

状況にある。 

例えば、津軽における「地吹雪体験ツアー」

は、地吹雪を知らない観光客が風雪を体験で

きる観光ツアーで、同地を代表するヒット商

品である。この企画は、「観光カリスマ」*５

でもある津軽地吹雪会代表の角田周氏によっ

て企画されたものである。また、地方誘客の

手段としてイベントが企画されるが、毎年、

一定数の集客力を持つものは限られており、

カリスマ性のある人物やその名声が集客の原

動力となっているものも少なくない。例えば、

世界的な人気を集めるピアニストのマルタ・

アルゲリッチが総監督を務め、1998 年より大

分県別府市で毎年開催され、1 万人程度の観

光客を集める別府アルゲリッチ音楽祭などが

それに該当するといえよう。 

こうした新たな観光需要の創出は、観光専

門家などの「匠の世界」によって支えられて

いる場合が少なくない。 

 

３）タナボタ効果への便乗 

従来は観光地ではなかった場所が急に脚光

を浴びたり、観光地であったものの新たな価

値が現れたりする事象が、タナボタ的に発生

する場合がある。吉野ヶ里遺跡のように、発

掘作業によって遺跡が出現する場合や、映画

のロケ地やアニメの舞台となり、いわゆる「聖

地」となる場合、産業遺構・軍事遺構のよう

に、一部の人にしか認識されていなかったも

のが、メディアの影響などで広く知られるよ

うな場合である。タナボタ的な観光地として

の価値が高まった地域では、それを活用した

観光振興が行われることが多い。最近では、

メディアの発達や観光に対する価値観の多様

化などにより、タナボタ効果を活用した新た

な観光地が多く見受けられるようになった。 

 

４）これまでの対応方法の限界 

前述のようなこれまでの対応方法は、一定

の効果を上げつつも、課題は多い。 

まず、効率的なオペレーションは顕在需要

の合理化を図れるが、潜在市場の発掘にはつ

ながらない。一方で、潜在需要を顕在化させ

ることができる匠の世界は、誰もが真似でき

*5 観光庁が設立した「観光カリスマ百選」選定委員会が、観光振興の核となる人材を育てるために、特色

ある観光地づくりに成功した人を「観光カリスマ」として選定した。 
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るわけではない。さらに、タナボタ式の観光

市場の創出は、それを機会に活用できれば良

いが、活用しきれず一過性のブームで終わる

場合も少なくない。そもそも、タナボタであ

る以上、偶発的な幸運に恵まれない限り、そ

の創出もできないのである。 

今後は、従来の方法を活用しつつ、個人客・

団体客ごとにニーズを分析し、より体系的な

対応を検討・実施していく必要があろう。 

 

 

３．二分化する観光市場 

 

１）個人客数の増加 

社員旅行といった団体旅行ニーズの低減に

加えて、事前に訪問先や宿泊先が事業者によ

って決められたパック旅行ではなく、自身の

趣味・嗜好にあった旅程を組みたいという観

光客が増加している。また、インターネット

の利用により、交通手段や宿泊先の手配、情

報収集が容易になったことで、個人旅行を選

択する消費者は増加傾向にある。 

2013 年の観光・レクリエーション目的の国

内宿泊旅行者数は、近年の増加傾向を受けた

個人客数が延べ 124,084 千人であるのに対し、

パック・団体客数は 52,374 千人にとどまっ

ている。 

 
図表１ 国内の宿泊旅行客数 

（観光・レクリエーション目的のみ） 

 
出所）観光庁「旅行・観光消費動向調査」（2012 年

版）より NRI 作成 

２）個人客と団体客 それぞれの特徴 

2013 年の観光・レクリエーション目的の旅

行者一人当たりの消費額は、個人客が 47,263

円であるのに対し、パック・団体客では

68,769 円となっている。 

 
図表２ 観光客一人あたり消費額 

（観光・レクリエーション目的のみ） 

 

出所）観光庁「旅行・観光消費動向調査」（2012 年

版）より NRI 作成 
 

パック・団体客の消費額のうち、参加費用

は 38,927 円が過半以上を占める。また、現

地で個別に支出する飲食費や入場料・娯楽費

は個人客の消費が多く、土産物・買い物代は

パック・団体客に多い傾向がある。 
 

図表３ 観光客一人あたり消費内訳 
（観光・レクリエーション目的のみ） 

 

出所）観光庁「旅行・観光消費動向調査」（2012 年

版）より NRI 作成 
 

パック・団体旅行の場合は、訪問施設や飲

食店が決められており、その料金は参加費に

含まれることも多いため、現地で個別に支出

することは少ない一方、周囲に対する土産物

などへの支出には積極的である。個人客は、

旅行を楽しむために、自主的に選んだ飲食店

や訪問施設の入場料などには積極的に支出す

るが、土産物などの買い物需要はパック・団

体客に比べて少ない。  
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４．個人市場の開拓方法 

 

１）個人客の多様化に対応する CtoC 型のマッ

チング 

NRI 実施の国内生活者の消費意識などを

調査する「生活者 1 万人アンケート調査」に

よれば、「自分のライフスタイルにこだわって

商品を選ぶ」、「多少値段が高くても品質の良

い物を買う」といった消費価値観を持つ消費

者が増えている。 

 
図表４ 基本的な消費価値観の推移 

 
出所）野村総合研究所「生活者 1 万人アンケート調査」（2012 年実施） 

 

また、インターネットの利用拡大によって、

さまざまな情報収集ができるようになった結

果、自分のライフスタイル・嗜好にあった旅

行先・内容を選ぶことが容易になった。個人

客の獲得には、多様なニーズにいかに応えて

いくかが重要なポイントとなる。 

前述のとおり、個人客は、現地での飲食や

入場料・娯楽費などの施設入場に支出する傾

向があり、嗜好に合った飲食店や観光施設情

報の提供は効果が高いと考えられる。 

一方で、大手事業者が個別のニーズに逐一

応えるにはコストがかかり、一定の限界があ

るのはやむを得ない。そうした細かなニーズ

に応えるのは、大手事業者ではなく、小回り

が利く「個人」というのも事実である。「地元

の人に案内してもらうと、旅は 100 倍楽しい。」

というキャッチコピーで、現地の人が旅行内

容を提案してガイドを務めるプランを斡旋す

る meetrip（meetrip.to）は、まさにそうし

たソリューションを提供するサービスである。

また、個人の所有する空き部屋への宿泊を斡

旋する AirBnB（www.airbnb.com/）は、低

価格なだけではなく、多様な宿泊体験を求め

る個人客に人気である。 

一方で、現地のガイドを務めたり、空き部

屋を提供したりする個人は、事業として行う

場合に必要な、旅程管理主任者資格の取得や

旅館業許可認定などを受けているとは限らず、

消費者保護などの観点から、今後、問題が顕

在化する可能性もある。 

 

２）細かなニーズに対応する観光商材の発掘 

個人客のニーズが多様化する中で、従来、

自治体や観光関連事業者の思いもよらなかっ

たコンテンツに対し、観光客が誘引されるケ

ースも増えている。 

アニメ「ガールズ＆パンツァー」の舞台と

なり、いわゆる聖地巡礼の観光客が急増した
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茨城県大洗町や、100 匹を越える猫が生息す

ることが話題の島民 15 人の小島である愛媛

県大洲の青島などが、その事例として挙げら

れる。こうした新たな観光コンテンツには、

これまで歴史的な遺構としてはあまり注目を

集めてこなかった昭和時代の建物や、現在も

稼働中の工場などの産業観光、また、伝統的

工芸品の制作や地元料理の調理、マイナース

ポーツなどの体験型の観光も挙げられる。 

これに対し、観光客が集まる過程として、

インターネットでの個人の情報発信をきっか

けに、別の個人が訪問・情報発信するという

連鎖を繰り返し、市場が拡大する傾向も見ら

れる。そのため、個別のコンテンツの発掘や

育成を、初期段階で人為的に仕掛けることに

は一定の困難が伴う。初期段階でのニーズ発

掘方法の一つとして、株式会社リクルートラ

イフスタイルが、特定の年齢層にさまざまな

無 料 体 験 を 提 供 す る マ ジ ☆ 部

（maji.point.recruit.co.jp）と提携し、22 歳

の利用者について、日帰り温泉入浴を無料と

した大分県の試みは一つの有効な取り組みで

あろう。まずは、地域的な施策として観光客

を誘引し、その中で、特に人気が出るコンテ

ンツが生まれることに期待するものである。

また、一度、人気が出たコンテンツについて

は、その成長をいかに後押しするかという点

が、特に行政などの役割として重要であるよ

うに思われる。前述の多くの猫が生息するこ

とで話題となった青島は、もともとは漁村で

あるため、島内に宿泊・飲食施設がなく、訪

問するための交通機関である船の定期便も限

られている。近隣地域での宿泊施設などを情

報発信し、観光地として整理することは、周

辺市場を開拓する上で有効な施策であろう。 

 

 

５．団体客市場の開拓方法 

 

１）市場の「在り処」を統計・ＳＮＳ・ビッ

グデータなどで把握する 

団体・ツアー客市場は、一定の市場をまと

めてパッケージ化することによって、初めて

成り立つ。 

すでに、個人レベルで需要がある観光形態

で、一定の市場が見込めるものをパッケージ

化・商品化することが重要であるが、従来は

市場を目利きできる観光専門家などの「匠」

がその役割を担ってきた。むろん、そうした

「匠」による取り組み自体は今後も引き続き

行われるであろう。しかし、「匠」がいない場

合は、ある程度、形式知化したり、未経験者

でも何らのヒントが得られる情報源を得たり

することが必要である。 

こうした情報源としては、SNS や WEB の

旅行・観光関連評価サイトなどが参考になる。

例えば、Facebook 上にあるコミュニティサ

イトを一覧しただけでも、何が流行っている

か、ある程度は推察できる。食やアウトドア

など、観光と親和性が高いコミュニティをチ

ェックして、コミュニティやそれらに属する

人の行動をみるとヒントが得られよう。また、

トリップアドバイザーのような旅行・観光関

連評価サイトには、評価の投稿数が多いカリ

スマレビュアーと呼ばれる評価者が存在する。

そうしたレビュアーの旅行・観光履歴と評価

を見るだけでも、どのような場所を組み合わ

せて観光をしているのか、どの程度そのレビ

ュアーが参考にされているのかがわかる。情

報発信している人へのヒアリングなどにより、

潜在的な観光ニーズのヒントを得ることがで

きる。 

旅行観光消費動向調査によると、グルメ、

観劇、エステといった趣味を持つ人は、観光

にも関心を持っている確率が高い。コミュニ

ティやメディアで取り上げられている情報を
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参考に旅行商品を造成することもできる。こ

のように既存の統計を活用してヒントを得る

ことも可能である。 

他方、携帯電話の位置情報を活用するモバ

イルデータで、観光客の行動分析をすること

も有効である。技術的には、かなりの精度で

把握できており、エストニアなどでは実際に

活用されつつある。わが国でも、観光庁が実

証実験を行っているほか、株式会社リクルー

トライフスタイルのじゃらんリサーチセンタ

ーなどの民間企業でも試験的に行動分析が行

われている。現在、観光庁を中心にこのよう

なモバイルデータの活用に関して議論がされ

ているところであり、将来的には、Suica な

どの交通系 IC カードの利用実績分析とあわ

せた活用が期待されよう。 

こうした情報をもとに、市場規模として成

り立つと判断し得る観光客の動きを形式知化

し、パッケージ化することができよう。 

例えば、前述のエストニアでは、ある有名

歌手のコンサートのために、エストニアに来

訪した外国人の再訪率が高いことをモバイル

データで突き止めた。このように観光客の行

動がわかれば、再訪を促す可能性が高い顧客

層を特定できるため、ダイレクトマーケティ

ングで誘致することもできるし、同様の顧客

層に対するコンサートツアーの需要状況の把

握も可能である。 

近年では、既存統計や SNS のみならず、

モバイルデータなどのビッグデータを活用し

て観光客の行動分析が可能になりつつあり、

そうした動きの中から市場規模や今後の観光

事業としての発展性を鑑みた上で、団体・ツ

アーの組成が効率的になると考えられる。 

 

２）地域や行政による市場の「在り処」の共

有とその上市化 

前述のような市場の在り処の発掘は、旅行

事業者では程度の差こそあれ実施されており、

それぞれが独自のノウハウとして団体・ツア

ーを組成している。しかしながら、着地サイ

ドとなる地域ではこれらのノウハウが必ずし

も十分でないことが多く、たとえ潜在的な市

場があっても、旅行事業者がその存在に気づ

かなければ顕在化されることはない。従って、

地域では、市場の顕在化のための分析だけで

なく、情報共有が必要である。この情報共有

は一義的には、企画として旅行事業者などへ

情報提供することが考えられるが、さらに進

めて、行政主導で地域横断の観光ツアー企画

コンテストを行い、優秀な企画にはモニター

ツアーとして採択するといったことも考えら

れる。モニターツアーは参加者のアンケート

などを通じて、より受容性を高め最終的には

民間での事業化が考えられよう。 

いずれせよ、この形態の応募で集まった企

画を民間事業者と情報共有することにより、

市場性の高いものは具体化する可能性がある。 

 

 

６．団体・個人市場開拓に向けた基盤構築の

必要性 

 

１）情報利用に関する枠組みの構築 

現時点では、SNS や評価サイトの投稿デー

タ、携帯電話の位置情報や交通系 IC カード

の利用履歴、クレジットカードの決済情報な

ど、観光客の移動や消費に関する情報を利用

する枠組みについて、十分な承諾が取れてい

るとは言えない。法的に問題がなくても、国

民的な合意が得られないと、運用に支障をき

たす可能性がある。同様の問題は先行するエ

ストニアなどでも指摘されており、法や制度

の整備とともに、データ利用の承諾を得るこ

とが必要となろう。 

 

  



NRI パブリックマネジメントレビュー April 2015 vol.141   －8－ 
当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。 
Copyright© 2015 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission. 

２）C to C 型旅行に対応した法規制環境の整

備 

事業者以外の個人による旅行プランの作

成・同行や、空き部屋の提供といった C to C

型マッチングは、多様化する観光ニーズへの

対応として有望なソリューションである。そ

うした主体は、専業で事業を行うよりは、余

暇時間や余った部屋を提供しているに過ぎな

い。専業事業者のように、旅程管理主任者資

格や旅館業許可などを受けるには負担が過大

であり、結果として、許認可を受けないまま

サービス提供する事例が多い。 

こうした新たな主体がサービス提供を始め

ているという実態に即した、規制環境の再整

備が必要と思われる。 

 

３）観光コンテンツのマネジメント 

個人と団体、それぞれの新しいニーズに応

えていくことは容易でない。加えて、個人客・

団体客ともに、事前に決められた観光地をめ

ぐるのではなく、体験や発見を求める傾向が

強まっている。そうした状況に対応するため

には、観光地を整備して終わりというハコモ

ノ型の組織・戦略ではなく、コンテンツとし

ての観光体験を中長期的に管理・創作してい

く新たなマネジメントが求められる。「コンテ

ンツと連動した観光体験」は、コンテンツツ

ーリズムとして一般化しているが、今後、求

められるのは、「コンテンツそのものである観

光体験」をどう作り出していくかという方策

である。 

映画やゲームといったコンテンツ産業では、

一つの作品の寿命は短いため、続編を展開し

つつ、新たなシリーズを仕掛けていくといっ

た複数の企画を並行して実施・連携すること

や、ファンによる情報発信や同人活動の取り

込みといった消費者との関係構築が一般に行

われている。こうした手法は、往々にして単

発のイベントを仕掛けて終わりになりがちな

観光業に横展開できる部分も多いのではない

だろうか。 
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